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１．はじめに 

 
地方公共団体の業務において、「地図」はな

くてはならないものである。例えば、窓口業

務をみても、都市計画担当部署には都市計画

の計画図や道路図、上下水道担当部署には各

建物の上下水道の設置状況を示した図面等が

必ず設置されている。このような業務では、

地理情報システム（GIS）の導入も行われ、

団体によっては職員が操作する、もしくは問

い合わせに来庁した住民が自ら図面を印刷で

きるような端末が設置されていることもある。 
しかし、このような特定業務に限らず、基

礎自治体であれば、ほぼ必ずどの部署も用い

ている地図がある。それは住宅地図である。

およそ 1/1000 程度の縮尺で、道路縁や家形、

表札情報が記された地図は、大手地図会社の

株式会社ゼンリンのほか、各地域に特化した

地図会社によって過疎地も含む日本全域のほ

とんどが網羅されている。 
住宅地図の存在は日本独特の文化といわれ

ており、国民生活にとって、なくてはならな

い存在といえるまでに深く浸透している。民

間の物流事業者や不動産事業者のほか、数多

くの事業者が業務で利用している。そして、

地方公共団体では、住民からの問い合わせ対

応や窓口業務にとどまらず、消防機関や警察

機関など、国民の生命財産保護に直結する領

域も含め、当然のように活用されている。 
地方公共団体での住宅地図利用のイメージ

を示すと、図表１のようになる。 
 

 
図表１ 住宅地図利用の実態のイメージ 

 

 

○○台帳

（位置情報は地番）

××台帳

(位置情報は住居表示)

住民の問合せ内容

（道路の陥没箇所）

○○規制区域図

（区域を示す図面）

現状、複数相互の台帳・図面、問い合わせ
内容等の関係性を把握するのは、紙の住宅
地図を用いた職員の目視である。

その場その場の必要に迫られて住宅地図を職員がめくって確認
普段からの台帳や図面等の相互の情報連携は少ない

 
住宅地図の自作は可能か －行政情報の大量公開請求を踏まえて－ 
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このように複数の情報を、位置や住民の名

前、事業者名を通じて結びつける、その作業

の基盤（プラットフォーム）として住宅地図

が使われている。図表１では台帳や図面の相

互の連携をイメージしているが、住民からの

問い合わせや情報（例えば道路陥没の苦情）

も道路台帳と組み合わせて、対応を検討する

ための基盤として使われている。 
非常に便利な住宅地図だが、手に取ってい

るとき、地方公共団体の職員であれば、ふと

疑問に思うことはないだろうか。「この住宅地

図は行政にある情報を組み合わせれば自作で

きるのではないか。そうであれば、お金を出

して買わなくてもいいのではないか。」 
 
 
２．本当に住宅地図は自作できるのか 

 
たしかに、住宅地図に相当する情報は地方

公共団体が保有する情報を組み合わせること

によって、作ることができる。 
 

 
図表２ 住宅地図を作るための構成要素イメージ 

 
 

背景図は都市計画担当部署が約 5 年ごとに

整備している都市計画図、もしくは税務担当

部署が整備している地番現況図・家屋現況図

（詳細は後述）を活用すればよいし、表札名

は住民基本台帳の情報を活用して、その住所

を地図上に結びつければよい。しかし、これ

だけでは住宅地図に相当する情報は作れない。

さらに、住居表示台帳に書かれた住所の位置

を地図上に特定するための、住所と実際の位

置（例えば緯度経度）を結びつけるデータベ

ース（以下「所在地データベース」と呼ぶ）

が必要となる。所在地データベースに相当す

る情報は、いわゆる地番現況図・家屋現況図、

住居表示台帳と言われるものを活用すれば作

成可能である（詳細は後述）。 

このように、住宅地図に相当する情報を、

地方公共団体が自作することは可能である。

しかし、ほとんどの団体では、自作の地図を

用意していない。 
その一番の原因は、所在地データベースに

相当する情報の活用が困難なためであると筆

者は考えている。所在地データベースに相当

する情報は、地番現況図・家屋現況図もしく

は住居表示台帳を加工することによって作成

可能となる。ここでは、それらの元データが

どのような情報であり、活用するにはどのよ

うな課題があるのかをみていきたい。 
 
１）地番現況図・家屋現況図 

地番現況図・家屋現況図とは、固定資産課

名前 住所

○○　○○ ○○町○丁目X-XX

○×　○× ○○町×丁目X-XXX

××　○× ××町○丁目XX-X

・・・ ・・・

住所 緯度 経度

○○町○丁目X-XX 37.XXXX 138.XXXX

○○町×丁目X-XXX 36.XXXX 138.XXXX

××町○丁目XX-X 37.XXXX 139.XXXX

・・・ ・・・ ・・・

住民基本台帳 所在地データベース

都市計画基本図
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税の参考情報として使われる地理情報である。

このうち、前者の地番現況図は土地の課税の

ために土地の地番や筆界を示した図面で、後

者の家屋現況図は家屋の課税のために、家屋

の形状や家屋につけられた番号（家屋番号）

を示した図面である。法務局での土地や建物

の登記の情報に基づき、空中写真（航空写真）

や現地情報を組み合わせて整備されている。 
住居表示制度が施行された地域以外では、

住所に相当する情報として地番が使われてい

るため、地番現況図・家屋現況図を加工して

所在地データベースとして活用できる。もち

ろん、土地の地番とは異なる住所表記を慣用

的に行っている地域も存在するため、必ずし

も所在地データベースにそのまま活用できる

とは限らない。しかし、個別の土地を指し示

す登記情報、更新頻度や整備範囲が限定され

るいわゆる公図*１や 17 条地図*２とは異なり、

行政区画全域を整備する傾向にあることもメ

リットの一つである。 
しかし、地番現況図・家屋現況図は課税を

目的とした情報のため、土地や家屋の所有者

や評価額が含まれている。そのため、個人情

報保護条例や地方税法・地方公務員法の守秘

義務規程に基づき、活用が制限される傾向に

ある。従って、所在地データベースとして活

用するには、法的な活用の制約に対応しなけ

ればならない。 
その方法として、所有者名や評価額など、

個人情報に該当する部分の情報を確実に取り

除き、筆界や地番、家屋形状・家屋番号だけ

を取り出して加工するといった方法が考えら

れる。 
実際に、インターネットで地番現況図の抽

出を行って公開している市区町村もある。し

かし、新たに所在地データベースとして使う

ための環境整備（データ加工や既存システム

改修）を始めるには、法的な整理や新たなデ

ータ整備費用の確保など、その効果を明らか

にしないと対応することが難しい状況にある

だろう。 
 
２）住居表示台帳 

一方、都市部を中心に所在地表記の体系作

りを目指して、住居表示に関する法律に基づ

き、住居表示制度を施行している地域がある。

このような地域では、主に街区方式と呼ばれ

る住所の表記（○○市○○町○○丁目○番○

号）を前提として、個別建物への付番（住居

番号）が行われており、住居表示台帳と呼ば

れる台帳を用いてリアルタイムで管理してい

る。 
住居表示台帳は、所在地データベースとし

て活用することを考えたとき、多くの場合、

紙で管理していることが最大の障害となるだ

ろう。固定資産税管理の情報システムの一デ

ータとして、地番現況図・家屋現況図は一般

的には電子データとして整備されている。こ

れに対し住居表示の管理は、フロンテージと

呼ばれるあらかじめ街区の外周に付与された

番号を新規の建築物に結びつける作業で完結

するため、都市計画基本図等を拡大コピーし

た紙地図に、建物に住居番号を手書きで記入

するケースが多い。そのため、所在地データ

ベースとして活用するには、電子化が必要と

なっている。 
 
 

３．所在地データベースをどのように構築す

るのか 

 
地方公共団体、主に市町村が保有する情報

を組み合わせれば、原理的には住宅地図は独

自に構築できる。しかし、構成要素の一つで

*1 登記所や法務局、自治体に備えてある土地や建物の境界、位置、形などを確定するための地図のこと。

*2 旧不動産登記法第 17 条で定められた「登記所に備えつける土地の区画および地番を明らかにした地図」

のことをいう。平成 16 年の改正により第 14 条に定められ、14 条地図と呼ばれる。 
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ある所在地データベースの活用に大きな課題

がある。 
住宅地図は地方公共団体が持っている情報

の積み重ねではなく、各地図会社による現地

調査等の独自調査を中心に整備されたもので

ある。独自調査の背景には、行政が保有する

情報の入手が、守秘義務の規程等によって困

難だったためとも言える。 
しかし、近年では、先に示した地番現況図・

家屋現況図、住居表示台帳を集め、地図情報

の更新に役立てようとする動きが強まってい

る。その動きの端的な例が、全国の地方公共

団体の情報公開担当部署や税務担当部署、建

築確認担当部署、住民登録担当部署で話題と

なっている、地図に関連した各種台帳に対す

る大量の情報公開請求だろう。 
建築計画概要書や法定外公共物特定図面、

住居表示台帳等をターゲットとして、期間を

区切り、ほぼすべての情報を公開請求する主

体があり、団体によっては裁判で係争中であ

る。一部、地番図に相当する図面については

最高裁棄却というかたちで結論は出つつある

ものの、異なる見解での棄却が二つ重なるな

ど、明確な方向性が出されたとはいえない状

況にある。地方公共団体側は、請求費用の積

み増し等によって対応を図るところもあるが、

未だに大量の請求がきて、その対処（例えば、

大量のマジックによる個人情報黒塗り、コピ

ー作業）に怯えている団体も少なくないと考

えられる。 
このように、所在地を示す情報の有用性を

鑑みると、情報の有用性を官民ともに認め、

お互いに歩み寄って、積極的に提供する方向

に進むことが求められる時期に入っているだ

ろう。一つの私案として、所在地データベー

スに相当する情報として、民間の地図整備会

社が整備する電子的な地図を導入し、情報更

新等において相互利用を促すことが考えられ

る。具体的には、地番現況図・家屋現況図や

住居表示台帳の更新に必要な元データ（土地

や家屋の登記に関する情報、個人情報を省い

た住居表示の申請書類等）を民間の地図整備

会社に提供し、同社はそれを用いて随時、更

新する。そして、更新した地図を共通基盤に

差し替えるとともに、民間ビジネス（ナビゲ

ーション地図、インターネット地図サービス）

でも、それらの情報を活用する。 
 

 
図表３ 所在地データベースの相互利用イメージ 

 

 

○○台帳

（ 家屋に基づく地点情報）
××台帳

（住居表示に基づく地点情報）

○○区域の公示の図面

（区域を示した図面。
実際は地番の組み合わせ）

○○規制区域図

（区域を示した図面）

住居表示・土地・建物を軸とした所在地データベースを背景図として用いる。

所在地データベースの導入
・住居表示（玄関での住居番号、フロンテージ）
・地番図（筆界と地番）
・家屋図（家屋番号）

家屋番号にて
結合

住居表示にて
結合

地番にて
結合

地番にて
結合

電子データ

民間事業者が整備

・住居表示・地番・家屋番号をキーとして、各台帳や図面と組み合わせ
・各台帳の性質により、利用するキーを選択する（建築確認書類は家屋番号、転入住所は住居表示等）
・これによって、業務の対象物の完全な特定も可能になる

電子データ 電子データ電子データ

インターネット地図
サービス等を通じて広く提供

国・地方公共団体が共通に利用



NRI パブリックマネジメントレビュー January 2011 vol.90 －5－ 
当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。 
Copyright© 2011 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission. 

今後、住宅地図は人口減少社会を迎えるに

つれて、市場の縮小から、過疎地等の地域に

よっては、作成が困難になる可能性もある。

それは、民間の事業のみならず、警察や消防

等、住民の安心安全に関わる業務にも影響を

与える可能性があるだろう。今後は個人情報

の保護の観点から、官民で共有できる情報の

範囲を見極めた上で、所在地データベースの

確実な整備、更新に向けた検討が、一地方公

共団体を超えたところで求められるのではな

いか。 
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